
平成26年度 一般会計予算は 196億4,100万円

平成26年度と25年度の市当初予算
（会計別総額、１万円未満四捨五入）

会 計 別 26年度当初予算 25年度当初予算

一 般 会 計 196億4,100万円 196億700万円

特

別

会

計

国民健康保険
（事業勘定） 37億693万円 36億7,008万円

後期高齢者医療 2億3,961万円 ２億3,534万円

国民健康保険
（診療施設勘定） 3億546万円 ３億1,061万円

公共下水道事業 4億9,708万円 ３億8,162万円

農業集落
排水事業 6億7,277万円 ５億4,983万円

浄化槽事業 6,742万円 3,863万円

企

業

会

計

水

道

事

業

収益的収入 6億7,663万円 ５億5,572万円

収益的支出 5億8,493万円 ５億946万円

資本的収入 2億6,205万円 ２億5,165万円

資本的支出 4億6,336万円 ４億6,359万円

西

根

病

院

収益的収入 7億7,475万円 ７億4,978万円

収益的支出 7億9,827万円 ７億4,978万円

資本的収入 1億2,506万円 1,578万円

資本的支出 1億2,661万円 1,917万円

市民向け予算説明書を発行します

歳出のおおまかな内容
議会費＝市議会の運営のために使うお金
総務費＝行政全般の事務に関する経費などに使うお金
民生費＝障害福祉や高齢者・子育て支援、生活保護など

に使うお金
衛生費＝予防接種、健康診断、ごみ処理などに使うお金
労働費＝雇用確保のための作業員賃金や委託費用など
農林水産費＝農業や林業振興などに使うお金
商工費＝商工業の振興や観光イベントなどに使うお金
土木費＝道路補修や除雪、市営住宅管理などに使うお金
消防費＝消防署の経費や消防団員の報酬などに使うお金
教育費＝小・中学生などの教育のために使うお金
災害復旧費＝公共土木施設などの災害復旧のために使う

お金
公債費＝市債（借入金）を返済するために支払うお金

市税
29 1 183万円
（14 8％）

収入
4億8 288万円
（2.5％）

入金
９億8,380万円
（5.0 ）

その の 主財源
３億5 498万円
（1.8％）

地方交付税
81億5 000万円
（4 5％）

市債
32億5,590万円
（ 6 6％）

国庫支 金
5億7 552万円
8 0％）

県支出金
3億 003万

（6 7％）

その他の依 財源
6億1,606万円
（3.1％）

自 財源
（24 1％）

依存財源
（75 9％）

歳入総額
196億4,100万円

歳出総額
196億4,100万円

会費
1億8 245万円
（0.9％）

総務費
39億2,782万円
（20.0％）

民生費
4 億3,002万円
（24. ％）

衛 費
3億2 689万

（6.8％）

労
1億4,588万
（0.7％）

農林水産費
12 6 57万円
（6.5％）

商 費
7 ,569万円
（3.9％）

土木費
25億5 322万
（13 0％）

消防費
7 ,957万円
（3.9％）

教育費
4億 2 1万円

（ 2％）

災 復 費
3 154万円
（0.2％）

公債
24億7 826万円
（12 6％）

予備
3,000万円
（0.2％）

※ 予算額は１万円未満を、割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため
合計が合わない場合があります。

歳出 歳入

平
成
26
年
度
の
予
算
が
、
市
議
会
第
１
回
定
例

会
・
本
会
議
最
終
日
の
３
月
20
日
に
可
決
さ
れ
ま

し
た
。
一
般
会
計
の
予
算
総
額
は
、
25
年
度
予
算

と
比
較
し
、
３
４
０
０
万
円（
０
・
２
㌽
）増
の

１
９
６
億
４
１
０
０
万
円
で
、
７
年
連
続
の
増
額
と

な
り
、
合
併
後
最
大
と
な
り
ま
し
た
。
26
年
度
一
般

会
計
予
算
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

希望郷いわて国体のラグビー競技が
行われる上寄木グラウンド

26年度の一般会計の
内容を詳しく説明する
予算説明書「ことしの
予算のつかいみち」を
ことしも発行します。

歳入・歳出の詳細な
内容や26年度に実施
する事業などを歳出科

目別に紹介します。後日、全戸配布する予定
ですので、ぜひご覧ください。

25
年
度
の
予
算
説
明
書

平
成
26
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入
・

歳
出
の
内
訳
を
次
ペ
ー
ジ
上
段
の
円
グ

ラ
フ
に
、
ま
た
、
会
計
別
の
予
算
額
を

次
ペ
ー
ジ
下
段
に
示
し
ま
す
。

26
年
度
の
一
般
会
計
の
予
算
総
額

は
、
１
９
６
億
４
１
０
０
万
円
で
、
前

年
度
比
３
４
０
０
万
円（
０
・
２
㌽
）の

増
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
入
と
歳
出
の
概
要

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

■

歳
入

一
般
会
計
の
歳
入
で
最
も
多
く
を
占

め
る
の
が
、
地
方
交
付
税
の
81
億
５
千

万
円（
構
成
比
41
・
５
％
）で
す
。
地
方

交
付
税
は
、
こ
れ
ま
で
の
交
付
実
績
な

ど
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ
、
１
億
円
増

額
し
て
い
ま
す
。

次
い
で
多
く
を
占
め
て
い
る
の
は
市

債
で
す
が
、
前
年
度
に
比
べ
４
億
４
９

用
語
解
説

一
般
会
計
＝
市
税
や
地
方
交
付
税
を

主
な
財
源
と
し
て
、
道
路
や
水
路
の

整
備
、
福
祉
や
教
育
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
分
野
の
事
業
や
サ
ー
ビ
ス
を
行

う
た
め
の
会
計

特
別
会
計
＝
国
民
健
康
保
険
や
公
共

下
水
道
事
業
、
浄
化
槽
事
業
な
ど
の

よ
う
に
、
特
定
の
収
入
で
特
定
の
事

業
を
行
う
た
め
、
一
般
会
計
と
区
分

す
る
た
め
に
設
け
る
会
計

企
業
会
計
＝
国
・
地
方
公
共
団
体
が

営
む
公
営
企
業
が
行
う
会
計（
本
市

は
水
道
事
業
と
西
根
病
院
事
業
）

臨
時
福
祉
給
付
金
＝
平
成
26
年
４
月

か
ら
の
消
費
税
増
税
に
伴
い
、
所
得

の
低
い
方
々
の
負
担
を
軽
減
す
る
た

め
、
暫
定
的
・
臨
時
的
な
措
置
と
し

て
支
給
す
る
給
付
金
。
申
請
や
支
給

手
続
き
に
つ
い
て
は
、
国
で
準
備
し

て
い
る
最
中
で
す（
３
月
27
日
現
在
）

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
＝
基
礎
的

財
政
収
支
。
地
方
債
発
行
を
除
く
税

収
な
ど
の
正
味
の
歳
入
と
公
債
費

（
元
金
償
還
額
分
の
み
）を
除
く
歳
出

と
の
収
支

実
質
公
債
費
比
率
＝
地
方
債
の
償
還

金
を
標
準
財
政
規
模
で
割
っ
た
も
の

で
、
通
常
過
去
３
年
間
の
平
均
値
を

と
り
ま
す
。

８
０
万
円（
12
・
１
㌽
）減
り
、
32
億
５

５
９
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

３
番
目
に
多
い
の
は
市
税
で
、
所
得

の
増
加
に
よ
る
市
民
税
の
増
額
な
ど
を

見
込
み
、
前
年
度
比
７
５
３
３
万
円

（
２
・
７
㌽
）増
の
29
億
１
１
８
３
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

■

歳
出

歳
出
に
つ
い
て
、
前
年
度
と
比
較
し

て
、
大
き
く
増
額
と
な
っ
た
３
科
目
を

増
額
が
多
い
順
に
説
明
し
ま
す
。

総
務
費
は
、
新
庁
舎
の
建
設
工
事
と

そ
の
関
連
事
業
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
の
指
定
管
理
な
ど
を
開
始
す
る
た

め
、
前
年
度
に
比
べ
、
５
億
７
４
７
２

万
円（
17
・
１
㌽
）増
の
39
億
２
７
８
２

万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

費
で
、
10
億
７
５
３
２
万
円（
97
・
２

㌽
）減
の
３
１
５
４
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
凍
上
災
害
復
旧
事
業

が
完
了
し
た
た
め
で
す
。

な
お
、
地
方
債
に
つ
い
て
は
、
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
が
赤
字
と
な
る
見

通
し
で
す
が
、
実
質
公
債
費
比
率
は
、

起
債
に
県
知
事
の
許
可
が
必
要
と
な
る

基
準
の
18
％
を
下
回
る
見
込
み
で
す
。

実
質
公
債
費
比
率
は
、
20
年
度
以
来
、

基
準
を
下
回
っ
て
お
り
、
24
年
度
は
、

12
・
２
％
で
し
た
。

市
は
、
今
後
も
財
政
指
標
を
注
視
し

な
が
ら
、
将
来
負
担
が
過
大
に
な
ら
な

い
よ
う
に
計
画
的
な
財
政
運
営
を
図
っ

て
い
き
ま
す
。

詳
し
く
は
、
市
役
所
市
長
公
室
財
政

係（
☎
・
内
線
１
２
１
８
）ま
で
。

民
生
費
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金

の
創
設
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比

３
億
５
１
２
万
円（
６
・
９
㌽
）増

の
47
億
３
０
０
２
万
円
で
す
。

商
工
費
は
、
希
望
郷
い
わ
て
国

体
に
向
け
た
上
寄
木
グ
ラ
ウ
ン
ド

の
整
備
や
あ
ず
み
の
湯
の
施
設
改

修
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
に
比
べ
、

２
億
４
１
７
９
万
円（
45
・
３
㌽
）

増
の
７
億
７
５
６
９
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

ま
た
、
前
年
度
に
比
べ
、
大
き

く
減
額
に
な
っ
た
の
は
災
害
復
旧
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